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課　　目 講　　師 職　　名

１　総合教養課目 5

　　 特別講義 横山　和夫 公認会計士・税理士、元東京理科大学経営学部教授 2

　　 卒業生講話 日比野　克哉 愛知県大口町会計室主事 1

　　 校長講話 滝川　伸輔 自治大学校長 1

　　 特別講義 山崎　雅教 大東文化大学経営学部教授 1

２　税法課目 29

　　 租税法総論 佐藤　英明 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 4

　　 地方税法 澁谷　雅弘 中央大学法学部教授 4

　　 所得税法 小池　有紀 税務大学校教授 6

　　 法人税法 山本　淳也 税務大学校教授 6

　　 国税徴収法 門田　茂之 税務大学校教授 6

　　 消費税法 本多　清高 税務大学校教授 3

３　税法関連課目 13

　　 地方税制の課題 川窪　俊広 総務省自治税務局長 1

　　 会社法 山本　爲三郎 慶應義塾大学法学部教授 6

　　 租税に係る行政不服審査等 髙橋　　滋 法政大学法学部教授 4

　　 今後の地方税財政改革の展望 青木　宗明 神奈川大学経営学部教授 2

４　会計学、簿記論 99

　　 会計学 45

会計学総論 橋本　　尚 青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授 (8)

会計学各論１ 村井　秀樹 日本大学商学部教授 (16)

会計学各論２ 山崎　雅教 大東文化大学経営学部教授 (21)

　　 簿記論 37

商業簿記Ⅰ 市野　初芳 青山学院大学大学院国際マネジメント研究科教授 (12)

商業簿記Ⅱ 村田　英治 日本大学商学部教授 (12)

商業簿記Ⅲ 柳田　清治 横浜商科大学名誉教授 (13)

　　 工業簿記・原価計算 高橋　史安 日本大学特任教授 17

実施
時限数

研修期間　：　令和４年７月７日（木）～１０月７日（金）

税務専門課程会計コース第４０期 研修課目、時限数及び担当講師一覧
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課　　目 講　　師 職　　名
実施
時限数

５　経営分析 12

　　 経営分析 青木　茂男 茨城キリスト教大学名誉教授 12

６　公会計関連課目 4

　　 企業会計と公会計 菅原　正明 公認会計士・税理士 2

　　 財務書類の作成実務 鈴木　　豊 公認会計士・税理士、青山学院大学名誉教授 2

７　演習 104

　　 財務書類の作成演習 鈴木　　豊 公認会計士・税理士、青山学院大学名誉教授 2

　　 簿記会計学演習 102

　　 　商業簿記 横山　和夫 公認会計士・税理士、元東京理科大学経営学部教授 (50)

神田　聖人 税理士

門田　隆太郎 公認会計士・税理士

　　 　工業簿記 大藪　卓也 公認会計士・税理士 (16)

　　 　財務諸表論 吉田　武史 日本大学商学部教授 (36)

８　その他 11

　　 体育 長江　明子 日本体操研究所 1

　　 修了試験 6

　　 入校式等行事 4

合計 277
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区分 番号 課目 担当講師 頁

１　総合教養科目

1-2 卒業生講話 日比野　克哉 愛知県大口町会計室主事 4

２　税法課目

2-1 租税法総論 佐藤　英明 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 5

2-2 地方税法 渋谷　雅弘 中央大学法学部教授 7

所得税法 小池　有紀 税務大学校教授

法人税法 山本　淳也 税務大学校教授

国税徴収法 門田　茂之 税務大学校教授

消費税法 本多　清高 税務大学校教授

３　税法関連課目

3-1 地方税制の課題 川窪　俊広 総務省自治税務局長 9

3-2 会社法 山本　爲三郎 慶應義塾大学法学部教授 10

3-3 租税に係る行政不服審査等 髙橋　　 滋 法政大学法学部教授 11

3-4 今後の地方税財政改革の展望 青木　宗明 神奈川大学経営学部教授 12

４　会計学、簿記論

4-1 会計学総論 橋本　　 尚 青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授 13

4-2 会計学各論１ 村井　秀樹 日本大学商学部教授 14

4-3 会計学各論２ 山崎　雅教 大東文化大学経営学部教授 15

4-4 商業簿記Ⅰ 市野　初芳 青山学院大学大学院国際マネジメント研究科教授 17

4-5 商業簿記Ⅱ 村田　英治 日本大学商学部教授 18

4-6 商業簿記Ⅲ 柳田　清治 横浜商科大学名誉教授 19

4-7 工業簿記・原価計算 髙橋　史安 日本大学特任教授 20

５　経営分析

5-1 経営分析 青木　茂男 茨城キリスト教大学名誉教授 21

６　公会計関連科目

6-1 企業会計と公会計 菅原　正明 公認会計士・税理士 22

6-2 財務書類の作成実務 鈴木　　 豊 公認会計士・税理士、青山学院大学名誉教授 23

７　演習

7-1 財務書類の作成演習 鈴木　　 豊 公認会計士・税理士、青山学院大学名誉教授 23

横山　和夫 公認会計士・税理士、元東京理科大学経営学部教授

神田　聖人 税理士

門田　隆太郎 公認会計士・税理士

7-3 工業簿記演習 大藪　卓也 公認会計士・税理士 25

7-4 財務諸表論演習 吉田　武史 日本大学商学部教授 26

税務専門課程会計コース第４０期　シラバス一覧
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24商業簿記演習7-2
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 1-2 卒業生講話 

時 限 数 １時限 

担 当 講 師 

第３９期卒業生 日比野 克哉（ひびの かつや） 

＜プロフィール＞ 

平成２８年４月 大口町入庁 

平成２８年７月 税務課に配属 

令和３年１０月 会計コース（第３９期）卒業 

令和４年７月   会計室に配属 

ね ら い 

コロナ禍における宿泊研修の様々な不安を少しでも解消できるよう努めたいと

思います。 
 

講 義 概 要 

研修生の方々の参考になるように、第３９期生としての実体験に基づき、コロ

ナ禍での学生生活や、修了試験を見据えた過ごし方についてお話します。 

 

・宿泊研修における日々の生活について 

・修了試験について 

・質疑応答 

 

 

受講上の注意 
なし 

 

使 用 教 材 
なし 
 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 2-1 租税法総論

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

慶應義塾大学大学院法務研究科教授 佐藤 英明（さとう ひであき） 

昭和６０年３月東京大学法学部卒業 

昭和６０年４月東京大学法学部助手 

昭和６３年５月神戸大学法学部助教授 

平成１０年４月神戸大学法学部教授 

平成１２年４月神戸大学大学院法学研究科教授 

平成２３年４月慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

ね ら い 
 個別の租税法規の適用の基礎となる租税法の基本原則と、その下での租税法

規の解釈適用手法の通論について、主として裁判例を基礎として理解を深める。 

講 義 概 要 

Ⅰ 租税法の基本原則 

１． 租税法律主義 

（１） 租税法律主義の意義

〇固定資産税名義人課税事件 

（２） 租税の意義

●旭川市国民健康保険条例事件

（３） 課税要件法定主義

●大阪銘板事件

●共同組合員登録免許税軽減事件

（４） 地方税条例主義

〇秋田市国民健康保険税事件 

（５） 課税要件明確主義

〇丸中縫工株式会社事件 

（６） 遡及立法禁止原則

●土地譲渡損失損益通算否定事件

（７） 合法性の原則

 〇自動車税減免申請事件 

２． 租税公平主義～租税公平主義と立法 

〇大嶋訴訟 

●スコッチライト事件

Ⅱ 租税法の解釈と適用 

１． 租税法の解釈 
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（１） 厳格解釈の要請 

 ●ホステス報酬源泉徴収事件 

 ○溜池跡地固定資産税事件 

（２） 借用概念の解釈 

 ●武富士事件 

（３）租税法と信義則  

２． 租税回避とその否認 

（１） 否認に関する原則 

 〇金子宏「租税法と私法──借用概念及び租税回避について」 

●相互売買事件 

（２） 租税回避の解釈論的否認 

 〇金子宏「租税法と私法──借用概念及び租税回避について」 

●外国税額控除事件 

   ●パラツィーナ事件 

受講上の注意 

  講義概要のうち「●」の資料については、必ず受講前に目を通しておいて

ください（各事件名は、テキスト〔下記「使用教材」参照〕における事件目名

です）。ただし、講義の順序が、テキストにおける資料の配列とは異なりますの

で、注意が必要です。 

 租税法を学ぶ場合に、裁判例を学ぶことは不可欠です。判決を読むのに慣れ

て、楽しめるようになりましょう。 

使 用 教 材 

金子宏・佐藤英明・増井良啓・渋谷雅弘共編著『ケースブック租税法〔第５版〕』 
（弘文堂・2017）を主要なテキストとして用い、補充教材（プリント）を配布

します。 

授業の内容は、佐藤英明『スタンダード所得税法〔第３版〕』（弘文堂・2022）

458～532 頁に相当します。 

佐藤英明『プレップ租税法〔第 4版〕』（弘文堂・2021 年）は、この授業の対象

範囲のみならず、租税法の基礎的知識を身につけるのに適切です 

効 果 測 定 
特になし。 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

他の税法科目のように技術的ではありませんが、それらの科目の基礎となる考

え方を、この科目で学んでください。 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 2-2 地方税法 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

中央大学法学部教授 渋谷雅弘（しぶや まさひろ） 

＜プロフィール＞ 

平成７年２月  東北大学法学部 助教授 

平成17年４月  東北大学大学院法学研究科 教授 

平成 29 年 10 月  中央大学法学部 教授（現在に至る） 

ね ら い 

地方税の基本的仕組みと考え方について講義する。また、各税目の細部には立

ち入らないが、地方税に関して近年議論されている個別的問題についても概説

する。 

講 義 概 要 

Ⅰ 地方税財政の現状 

 １．地方税 
 ２．地方交付税 

Ⅱ 地方税の原則 
 １．自主財政主義 
 ２．租税原則と地方税   
Ⅲ 地方税の仕組み 
 １．地方税条例主義と地方税法   
 ２．法定税   
 ３．住民税 
 ４．事業税   
 ５．固定資産税   
 ６．法定外税 
Ⅳ 地方税を巡る課題 
 １．地方税の規制緩和   
 ２．税源移譲 
 ３．税源の偏在 
 ４．ふるさと納税 
 ５．徴収確保 

受講上の注意 
なし 

 

使 用 教 材 
レジュメおよび参考資料を配布する。 
 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 2-3 所得税法・法人税法・消費税法・国税徴収法 

時 限 数 

21 時限 

・所得税法６時限 

・法人税法６時限 

・消費税法３時限 

・国税徴収法６時限 

担 当 講 師 

小池 有紀 （所得税法） 

山本 淳也 （法人税法） 

本多 清高 （消費税法） 

門田 茂之 （国税徴収法） 

ね ら い 

税務を担当する職員として、税に関する専門的知識・能力を習得するため、所

得税法、法人税法、消費税法及び国税徴収法について規定や特色の理解を深め

ることをねらいとする。 

講 義 概 要 

【所得税法】 

所得税法の概要と仕組みを中心として、所得区分から税額計算までの流れを

解説するとともに、演習問題を通じて申告書作成までを講義する。 

【法人税法】 

法人事業税、地方法人税等の課税標準となる法人所得や法人税額の算出方法

について、その根拠法である法人税法に規定する基本的な事項及び実際の課税

所得の算出に至る仕組等について解説する。 

【消費税法】 

消費税法の概要と仕組みを中心として、演習問題を通じて税額計算までの流

れについて講義する。 

【国税徴収法】 

国税徴収法の基本的な事項について解説するとともに、租税徴収制度の具体的

な適用についての理解を深める。 

受講上の注意 
 

 

使 用 教 材 
・各税務大学校講本（国税庁 HP 掲載）・各講義レジュメ 
 

効 果 測 定 
 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 3-1 地方税制の課題

時 限 数 1 時限 

担 当 講 師 
総務省自治税務局長 川窪 俊広 

ね ら い 

地方公共団体の税務職員として必要な税務に関する専門的知識・能力を習得す

るとともに、地方税の各税目に関する基本的事項、地方税制改正の概要等、最

近の地方税制を巡る動きを踏まえ、今後どのような課題に取り組む必要がある

か、大きな方向性を理解することをねらいとする。

講 義 概 要 

・地方税制をめぐる現状等

・税務システム等標準化

・地方税務手続のデジタル化

・主な地方税の概要等

個人住民税、地方法人課税、地方消費税、固定資産税、車体課税 

受講上の注意 
なし 

使 用 教 材 
独自資料

効 果 測 定 
なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 3-2 会社法 

時 限 数 6 時限 

担 当 講 師 

慶應義塾大学 教授  山本 爲三郎（やまもと ためさぶろう） 

＜プロフィール＞ 

1986 年 慶應義塾大学博士課程単位取得退学 

慶應義塾大学法学部専任講師、同助教授を経て、現在、同教授 

2006 年～2010 年 公認会計士試験試験委員 

2006 年～2007 年 新司法試験考査委員 

2010 年～ 信託法学会理事 

2011 年～2013 年 慶應義塾大学法学研究所長 

2015 年～2019 年 日本私法学会理事 

2018 年 博士（法学）（慶應義塾大学）学位取得 

 

ね ら い 
地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、会社の設立や運営のルールについて学ぶ。 

講 義 概 要 

原則として以下の順で講義する（レジュメおよびテキスト参照）。 

（１）株式会社のガバナンス（機関構成、内部統制システム） 

（２）株式会社のファイナンス（株式、資金調達） 

（３）起業（株式会社、持分会社の設立） 

（４）企業のグループ化（組織再編） 

 

受講上の注意 
レジュメ及び法令集をもとに授業を進める。 

 

使 用 教 材 
山本爲三郎『会社法の考え方（第 12 版）』（八千代出版、2022 年） 
 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
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     講義・演習概要（シラバス） 

税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 3-3 租税に係る行政不服審査等 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

 髙橋 滋（たかはし しげる） 

 法政大学法学部教授（行政法、地方自治法、環境法） 

 昭和６１年 一橋大学大学院博士後期課程満期退学 

 昭和６１年 徳島大学専任講師、同助教授 

 平成 ２年 一橋大学助教授、同教授、一橋大学大学院法学研究科教授（ 

国際・公共政策大学院長、副学長を歴任） 

 平成２８年 現職 

 現在、地方分権改革有識者会議提案募集検討部会長、最高裁判所情報公開・ 

  個人情報保護審査委員会長、東京都行政不服審査会長 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、地方税争訟制度の概要及び行政不服審査制度との関係につ

いて学ぶ。 

講 義 概 要 

Ⅰ 税務争訟とは 
Ⅱ 地方税務争訟制度(行政不服審査法)の概要 
① 狭義の行政争訟の意義と性格     ② 不服申立事項 ③ 種類と要件 
④ 教示制度 ⑤ 審理手続 ⑥ 仮の権利保護 ⑦ 裁決又は決定 
Ⅲ 地方税務争訟の改正動向 
① 改正の経緯  ② 改正の概要 
③ 行政手続法の改正   ④ 整備法の概要(地方税法を中心に) 
Ⅳ 行政不服審査制度改革の意義と課題 

受講上の注意 テキストはありません。配付資料を用いますので、それをよく読んで下さい。 

使 用 教 材 配付資料を用います。 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
特に、ありません。 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 3-4 今後の地方税財政改革の展望 

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

神奈川大学経営学部教授 青木 宗明（あおき むねあき） 
＜プロフィール＞ 
法政大学経済学部、同大学院博士課程、フランス留学を経て 1997 年より現

職。財政学・租税論を講義しつつ、研究の専門はフランス地方税財政の実証分

析。自治体の各種の委員会や自治体シンクタンクのチーフを勤める等、地方自

治の現場も熟知している。また法定外税など独自課税への関わりも深く、宿泊

税、横浜みどり税、宮島訪問税等の創設にかかわってきた。著作に『国税・森

林環境税－問題だらけの増税－』『苦悩する農山村の財政学』『現代の地方財政』

『財政学』など。 

ね ら い 

この講義は、メディアで報道される「表層」に惑わされずに、物事の「本質」

を見抜く修練の 1 つとしたい。具体的には、今後の地方税財政制をどうするべ

きか、何が問題点で、その課題をいかに克服するべきかを、受講生自らに考え

てもらうことを目的とする。 

講 義 概 要 

第 1限は、まず最初に地方税財政の最近の動向を把握し、いかなる現状に我々

がいるのか認識する。次に第２限への準備として、地方財政システムにおける

「車の両輪」である地方税と地方交付税について、伝統的な理論を改めて根本

から理解する。 

第 2限は、第 1限の知見を土台にして、地方税財政における現時点で最大の争

点、すなわち「地方税の国税化・譲与税化」「自治体間の水平的な財政調整」

を深掘りする。この争点をいかなる視点から見るか、どのように評価するかに

ついて、様々な見解を認知する。その上で、争点をどのように解決してゆくべ

きか、受講生各自に考えてもらう。 

受講上の注意 

地方税の争点や疑問点について、自分自身で考えられるようにするため、また

多様な意見が存在することを体感するために、感染予防上の配慮で許される範

囲内で、受講者に意見表明やコメントを求めたい。できるだけ多くの質問を投

げかけるので、集中力を持って楽しんでいただきたい。 

使 用 教 材 当日に配布をするレジュメ・資料 

効 果 測 定  

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 4-1 会計学総論 

時 限 数 ８時限 

担 当 講 師 

青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授  

橋本 尚（はしもと たかし） 

＜プロフィール＞ 

昭和５７年３月 早稲田大学商学部卒業 

平成３年３月 早稲田大学大学院商学研究科博士後期課程単位取得 

平成３年４月 関東学園大学経済学部専任講師 

平成８年４月 駿河台大学経済学部助教授 

平成１５年４月 日本大学商学部教授 

平成１７年４月より現職 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、経済活動の測定及び結果の伝達からなる会計システムと、

伝達によって生じる経済的な影響について、総合的、体系的に学ぶ。 

講 義 概 要 

本講座は、会計学総論であるが、財務会計に特化するので、財務諸表の作成に

必要な基礎について講義する。その主な項目は、以下のとおりである。 

１．会計学の概要 

２．財務諸表の基礎 

３．財務会計制度 

４．財務会計の基礎 

５．企業会計原則 

６．損益計算書原則 

７．貸借対照表原則 

８．国際会計基準、財務会計の課題と動向 他 

受講上の注意 
レジュメをしっかり読み、また、該当する箇所についてはテキストを精読す

ること。 

使 用 教 材 
桜井久勝『財務会計講義 第２３版』（中央経済社） 
 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 4-2 会計学各論１ 

時 限 数 １６時限 

担 当 講 師 

日本大学商学部教授 村井 秀樹（むらい ひでき） 
＜プロフィール＞ 
１９９２年３月  日本大学大学院商学研究科博士後期課程満期退学 
１９９２年４月  日本大学商学部専任講師 
１９９６年３月～１９９８年３月 カナダ・ウォータール大学客員研究員 
２００４年１０月 日本大学商学部教授 
２００６年９月  ポーランド・ウッジ大学招聘教授 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・

能力を習得するため、損益計算書を通して企業の会計期間の経営成績を適切に

把握する方法について学ぶ。 

講 義 概 要 

本講義では、貸借対照表の資産項目ならびに損益計算書における売上高と収

益の認識基準について、理論的な観点からわかりやすく解説をする。これらの

中には、現在、国際的にも大きな問題となっている、デリバティブ会計、減損

会計、リース会計、無形固定資産の評価等の問題が含まれている。各問題点の

位置づけを明確にすることが重要である。 
 本講義の具体的内容は、下記のとおりである。 
◆現金預金と有価証券の範囲と区分、デリバティブとヘッジ会計、キャッシュ・

フロー計算書、◆収益の新認識基準、貸倒引当金、◆棚卸資産の範囲と区分、

払出単価の決定、棚卸資産の期末評価、◆減価償却と減損会計の相違点、リー

ス会計、◆無形固定資産の範囲と償却、繰延資産の種類と資産性、臨時巨額の

損失の繰延 

受講上の注意 

・ 簿記の基礎知識として、日商簿記２級以上のレベルは必要である。 
・ 講義内容に関連した補足資料や新聞記事等を配布する予定であるが、講義

時間内にはすべて説明できないので、自主的に読んでおくこと。 

使 

用 

教 

材 

教科書 
桜井久勝『財務会計講義 （第２３版）』中央経済社 ２０２２年３月 

 

参考図書 
講義レジュメ（その他、新聞記事を配布する） 

 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 4-3 会計学各論２ 

時 限 数 ２１時限 

担 当 講 師 

大東文化大学経営学部教授 山崎 雅教（やまざき まさのり） 
＜プロフィール＞ 
１９８７年３月 日本大学大学院商学研究科博士後期課程満期退学 
１９８７年４月 八戸短期大学経営情報科専任講師 
１９９０年４月 佐野女子短期大学経営情報科専任講師 
１９９４年４月 佐野女子短期大学経営情報科助教授 
１９９６年４月 大東文化大学経済学部経営学科助教授 
２００２年４月 大東文化大学経営学部経営学科教授 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、貸借対照表を構成する各項目の理解を通して、企業の財政

状態を適切に把握する方法について学びます。 

講 義 概 要 

本講義では、財務会計に関する基礎的な知識を習得していることを前提とし

て、テキスト第 10 章から第 14 章までを、会計基準等を中心にして一つずつ

詳しく説明していきます。 
第 1 回   オリエンテーション 
第 2 回   財務諸表の体系 
第 3 回     損益計算書 
第 4 回   貸借対照表 
第 5 回   四半期財務諸表と注記 
第 6 回   遡及処理 
第 7 回   会計上の見積り 
第 8 回   負債会計と引当金 
第 9 回   税効果 
第 10 回  社債 
第 11 回  退職給付 
第 12 回  資産除去債務 
第 13 回  株主資本 
第 14 回  ストック・オプション 
第 15 回  自己株式 
第 16 回   企業結合 
第 17 回   外貨換算 
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第 18 回   連結会計① 連結の基礎概念 
第 19 回  連結会計② 連結貸借対照表 
第 20 回  連結会計③ 連結包括利益計算書 
第 21 回  連結会計④ 連結キャッシュ・フロー計算書等 

受講上の注意 なし 

使 

用 

教 

材 

教科書 
桜井久勝著『財務会計講義 第 23 版』中央経済社 

中央経済社編『会計法規集 第 12 版』中央経済社 

参考図書 
授業中に指示 

 

効 果 測 定 
 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 4-4 商業簿記Ⅰ 

時 限 数 １２時限 

担 当 講 師 

青山学院大学大学院国際マネジメント研究科教授  
市野 初芳（いちの はつよし） 
＜プロフィール＞ 
1986 年 12 月  税理士試験合格 
1987 年 3 月   税理士登録・開業（東京税理士会会員） 
1995 年 4 月  愛知学院大学商学部専任講師 
1998 年 4 月  マレーシア・マラヤ大学客員研究員 
2006 年 10 月  愛知学院大学商学部教授 
2011 年 4 月  青山学院大学大学院国際マネジメント研究科教授 
2018 年 6 月  税理士法人設立 所属税理士 
2020年4月  東京都立大学大学院経営学研究科非常勤講師(2022年3月まで) 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な簿記・会計等に関する専門的知識を

習得するため、企業活動を記録・計算するための体系的システムである複式簿

記の理論と計算について学ぶことを目標としています。 

講 義 概 要 

 複式簿記は、企業が展開するさまざまなビジネス活動を企業内部及び外部の利害

関係者に伝達するために、一定のルールにもとづいて記録・処理し、その内容を報

告するための計算技術です。この講義では、複式簿記という計算技術を組織的かつ

体系的に理解いただくことを目標としています。 毎回の講義は、計算技術として

の会計処理方法を習得するだけでなく、その基礎にある理論的な考え方について理

解いただくことを目標としています。また、実務上問題になっている事項について

も補足的に解説していきたいと考えています。 

受講上の注意 毎回、電卓をご用意ください。 

使 

用 

教 

材 

教科書 

大藪俊哉『簿記テキスト 第６版』中央経済社 
滝澤ななみ『スッキリわかる日商簿記 1 級、商業簿記・会計学、Ⅰ損益会計編 第
10 版』（TAC 出版） 
滝澤ななみ『スッキリわかる日商簿記 1 級、商業簿記・会計学、Ⅱ資産・負債・

純資産編 第 10 版』（TAC 出版） 
参考図書  

効 果 測 定  

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 4-5 商業簿記Ⅱ 

時 限 数 １２時限 

担 当 講 師 

日本大学商学部教授 村田 英治（むらた えいじ） 

〈プロフィール〉 

昭和62年10月 福島大学経済学部専任講師 

平成2年4月  福島大学経済学部助教授 

平成15年4月  福島大学経済学部教授 

平成 19 年 4 月  日本大学商学部教授 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な簿記会計に関する専門的知識・能

力を習得するため、企業活動を記録・計算するための体系的システムである複

式簿記の理論と実務について学習する。 
 

講 義 概 要 

本講義では、株式会社の簿記会計に関する主要な取引領域について、以下に

示すような順序に従って講義を進める。 
Ⅰ 資本金と資本剰余金の記帳 

Ⅱ 利益剰余金の記帳 

Ⅲ 社債と新株予約権の記帳 

Ⅳ 繰延資産と引当金の記帳 

Ⅴ 株式会社の財務諸表 

 

受講上の注意 
予習のみならず復習を徹底することが不可欠です。 

 

使 

用 

教 

材 

教科書 

・講義レジメ 
・大藪俊哉編著『簿記テキスト（第６版）』（中央経済社） 
・渡部裕亘他編著『検定簿記ワークブック２級商業簿記』（中央経済社） 

・ＴＡＣ編著『合格テキスト日商簿記２級商業簿記』（ＴＡＣ出版） 

 

参考図書  

効 果 測 定 
 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

会計学総論および貸借対照表論とにおいて学習する領域と密接な関連を有して

いる。 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 4-6 商業簿記Ⅲ 

時 限 数 １３時限 

担 当 講 師 

横浜商科大学名誉教授 柳田清治（やなぎだ せいじ） 

〈プロフィール〉 

昭和５３年４月 横浜商科大学専任講師 

昭和５６年４月 横浜商科大学助教授 

平成 ３年４月 横浜商科大学教授 

平成２６年３月 横浜商科大学退職 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、企業活動を記録・計算するための体系的システムである複

式簿記の理論と実務について学ぶ。 

講 義 概 要 

本支店会計および帳簿組織について体系的かつ段階的に理解できるように講義

する。 

 講義内容の項目は以下のとおりである。 

 第１回 本支店間・支店間の取引、本支店の合併財務諸表の作成（１） 

 第２回 本支店の合併財務諸表の作成（２） 

 第３回 本支店の合併清算表の作成 

 第４回 特殊仕訳帳（現金出納帳、仕入帳および売上帳等） 

 第５回 伝票会計（３伝票制、５伝票制） 

 

 

受講上の注意 
 

 

使 

用 

教 

材 

教科書 
大薮俊哉編著『簿記テキスト【第６版】』中央経済社 

 

参考図書 
 

 

効 果 測 定 
 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 

 

19



 

 
  

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 4-7 工業簿記・原価計算 

時 限 数 １７時限 

担 当 講 師 

日本大学特任教授  

髙橋 史安（たかはし ふみやす） 

＜プロフィール＞ 

昭和 53 年 3 月 日本大学大学院商学研究科会計学専攻博士前期課程修了 

昭和 53 年 4 月 日本大学助手、以後、専任講師、助教授を経て 

昭和 63 年 10 月 日本大学教授 

令和元年  8 月 日本大学特任教授に就任 

ね ら い 

原価計算は大別すると、「財務会計目的の原価計算」と「経営管理目的の原価計

算」の２つに分けることができます。前者は、「企業会計原則」の一環として行わ

れる製品原価の算定を主たる目的とするものであり、複式簿記を前提とした財務会

計機構と有機的に結び付いて、常時継続的に、社会的制度として実施される原価計

算です。それに対して後者の「経営管理のための原価計算」は、企業独自の観点か

ら、各階層の経営管理者が意思決定や業績評価を行う際に有用となる原価情報の提

供を目的とするものであり、必ずしも財務会計機構との関連のもとに行われるもの

ではありません。 

 本講義では、「原価計算基準」に従って、前者の原価計算を中心にその基礎理論

の修得につとめます。 

講 義 概 要 

１．原価計算の基礎 
 1) 企業会計の二つの領域と原価計算 2) 原価計算の目的 

  3) 原価計算と工業簿記（原価会計） 4) 原価概念  
２．費目別原価計算  

1）材料費計算  2) 労務費計算 3）経費計算   
３．部門別原価計算  

 1) 部門別原価計算の目的  2) 部門個別費と部門共通費  
3) 直接配賦法、相互配賦法，階梯式配賦法 

４．個別原価計算  
５．総合原価計算 

1) 平均法，先入先出法  2) 仕損，減損の処理 
６．工程別原価計算  
７．等級別原価計算 
８. 標準原価計算 
９. 直接原価計算 
 

受講上の注意 
毎回のテーマについて練習問題を用意しておりますので、その問題を理解でき

るまで何回も練習する必要があります。 

使 用 教 材 講義レジュメを使用します。 
効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 
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     講義・演習概要（シラバス） 

税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 5-1 経営分析 

時 限 数 12 時限 

担 当 講 師 

青木茂男（あおき しげお） 
＜プロフィール＞ 
１９７８年 中央大学大学院商学研究科修士課程修了 
１９９８年 博士（会計学、中央大学） 
２００４年～２０１０年青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授 
２０１０年～２０１４年 茨城キリスト教大学教授 
２０１６年～現在 千葉商科大学会計ファイナンス研究科客員教授 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・

能力を修得するため、経営分析の理論及び財務資料やデータ等による企業活動

実態分析、経営状態の良否の判断方法等について体系的に学ぶ。さらに、財務

数値を通じて日本企業の実態を理解する。 

講 義 概 要 

 理論にとどまらず、実務および実際の状況を念頭に置きながら、以下の内容を学

ぶ（番号は授業時間とは対応していません）。 

① 経営分析の方法：定性要因と財務数値、比較性、時系列比較と相互比較 

②  損益計算書の見方：着眼点、いろいろな利益、決算操作、売上高利益率、回

転率（手持月数）、損益分岐点、付加価値 

③ 収益性の分析：ROA、ROIC、ROE、EBITDA、PER 、PBR、その他 

④ 貸借対照表の見方：着眼点、資産項目、負債項目、純資産項目 

⑤ 財務安全性の分析：流動比率、自己資本比率、その他 

⑥ 資金の分析：資金運用表、キャッシュ・フロー計算書、資金繰表 

⑦ 連結財務諸表の分析：着眼点、連単倍率 

⑧ 事例分析 a.業績不振会社、b.セーラー万年筆 

⑨  企業価値の評価  

受講上の注意 

電卓を持参して下さい。 

使 用 教 材 
「要説 経営分析 ５訂版 」青木茂男他（森山書店）、PPT ファイル 
この他、プリントを配布します 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

授業は PPT を使って行います。PPT は各自コピーして下さい。 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 6-1 企業会計と公会計 

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

公認会計士・税理士 菅原正明（すがはら まさあき） 

＜プロフィール＞ 

1991 年 3 月 関西学院大学経済学部卒業 

1993 年 10 月 監査法人トーマツ大阪事務所入所 

2002 年 3 月 監査法人トーマツ大阪事務所退所 

2002 年 6 月 菅原正明公認会計士事務所開設 

2008 年 6 月 総務省「地方公会計の整備促進に関するﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ」委員 

2010 年 9 月 総務省「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」委員 

2014 年 5 月 総務省「今後の新地方公会計の推進に関する実務研究会」委員 

2015 年 4 月 関西学院大学人間福祉学部非常勤講師 

2016 年 4 月 総務省「地方公会計の活用のあり方に関する研究会」委員 

2017 年 10 月 総務省「地方公会計の活用の促進に関する研究会」委員 

2018 年 6 月 総務省「地方公会計の推進に関する研究会」委員 

2018 年 8 月 総務省「セグメント分析に関するワーキンググループ」委員 

2019 年 6 月 総務省「地方公会計の推進に関する研究会（令和元年度）」委員 

2020 年 9 月 大阪府門真市代表監査委員 

2022 年 7 月 総務省「今後の地方公会計のあり方に関する研究会」委員 

ね ら い 

新地方公会計を理解する上では、企業会計との相違を比較することが有効であ

る。よって本科目においては、企業会計と公会計の相違点を確認することによ

り、地方公会計の考え方や様式への理解を深めることをねらいとする。 

講 義 概 要 

総務省から平成 26 年 4 月に公表された「今後の新地方公会計の推進に関する研

究会報告書」、平成 27 年 1 月に公表された「統一的な基準による地方公会計マ

ニュアル」（令和元年 8月改訂）に基づき、下記の項目を中心に概括的な解説を

する。 

１． 地方公会計制度の背景の理解 

２． 財務書類 4表の様式の確認 

３．管理会計の範囲の相違 

受講上の注意 使用教材を事前に読んでもらうことが望ましい。 

教
材 

教科書 「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（令和元年 8 月改訂版） 

参考図書  

効 果 測 定  

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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                   講義・演習概要（シラバス） 
 
 

税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 
 

 

課  目 名 
6-2 財務書類の作成実務 

7-1 財務書類の作成演習 

 

時  限  数 
財務書類の作成実務 ２時限 

財務書類の作成演習 ２時限 

 

担 当 講 師 

 
公認会計士・税理士、青山学院大学名誉教授 鈴木 豊（すずき ゆたか） 

 

ね  ら い 
新地方公会計統一基準（マニュアル）による財務書類の作成実務の留意点と

作成の演習及び財務書類の見方と活用についての理解。 

 

 

 

 

 
 

講 義 概 要 

統一的な基準による地方公会計マニュアルに基づき、貸借対照表・行政コス

ト計算書・純資産変動計算書等を作成する基準とプロセスの実務的な留意点に

ついて演習と解説を行う。 

 
第１回：貸借対照表・行政コスト計算書等の作成と基準の趣旨・内容

第２回： 〃 

第３回：事業別の貸借対照表・行政コスト計算書の作成演習と財務分析演習

第４回： 〃 

 

受講上の注意 
・事前の地方公会計基準の学習と予習をしておくこと 

・演習問題形式により自ら財務書類を作成してもらう 
使
 用

 教
 材

 
 

教科書 
・演習レジュメ 

・総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（令和元年８月） 
 

参考図書 
 

 

効 果 測 定 
なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

公会計関連科目 
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     講義・演習概要（シラバス） 
 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 7-2 商業簿記演習 

時 限 数 
商業簿記演習Ａ 25 時限（オリエンテーションの 1時限を含む。） 

商業簿記演習Ｂ 25 時限 

担 当 講 師 

公認会計士・税理士 横山 和夫（よこやま かずお） 

＜プロフィール＞ 

昭和 35 年 3 月 税理士登録 

昭和 35 年 3 月 日本大学商学部卒業 

昭和 39 年 1 月 公認会計士登録 

昭和 60 年 4 月 税理士試験試験委員（昭和 62 年 3 月迄） 

平成 3 年 4 月 東京理科大学教授（平成 24年 3月迄） 

平成 24年 3月 目白大学大学院経営学研究科博士後期課程修了 博士（経営学） 

平成 24 年 4 月 東京理科大学工学部第二部非常勤講師（平成 29年 3月迄） 

税理士 神田 聖人（かんだ きよひと） 

＜プロフィール＞ 

昭和 63 年 3 月 神奈川大学経済学部経済学科卒業 

平成 5 年 3 月 税理士登録 

平成 3 年 10 月 山一證券株式会社入社 

平成 7 年 7 月 神田聖人税理士事務所開設 

平成 10 年 5 月 会計検査院研修講師 

公認会計士・税理士 門田 隆太郎（もんでん りゅうたろう） 

＜プロフィール＞ 

平成 5 年 3 月 東京理科大学工学部第一部経営工学科卒業 

平成 9 年 3 月 中央大学大学院商学研究科商学専攻博士前期課程修了 

平成 11 年 4 月 公認会計士登録 

平成 15 年 8 月  門田隆太郎公認会計士事務所開設、税理士登録 

平成 26 年 1 月 税理士試験試験委員（平成 28 年 12 月迄） 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な簿記論・財務諸表論のうち、商業

簿記演習により、具体的な会計処理・会計記録・会計報告について学習する。

特に実務に直結した会計実務にも及ぶ講義を行う。 

講 義 概 要 

指定された内容について、ポイントの解説を踏まえ、各班別にテキストとト

レーニングを学習し、疑問点、補足説明が必要な内容、実務上の取扱いなどを

質問形式でまとめ、質問の解説を通じて具体的な会計処理等を習得する。 

受講上の注意 
企業活動の会計処理には、多くの会計基準が適用されるため、演習問題を支

える会計理論にも配慮する。 
使 用 教 材 

教 科 書 

合格テキスト日商簿記１級 商業簿記・会計学Ⅰ～Ⅲ 
合格トレーニング日商簿記１級 商業簿記・会計学Ⅰ～Ⅲ 

効 果 測 定 取引の仕訳と財務諸表表示について重要な個所を効果測定する。 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

会計学総論・各論や財務諸表論で取扱われる会計理論について、具体的にど

のように会計処理されるかを仕訳（数値）によって理解する。  
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 7-3 工業簿記演習 

時 限 数 
オリエンテーション １時限 

工業簿記演習 A ７時限  工業簿記演習 B ８時限 

担 当 講 師 

公認会計士・税理士  大藪 卓也（おおやぶ たくや） 
＜プロフィール＞ 
平成６年  慶應義塾大学総合政策学部卒業 
平成７年  監査法人トーマツに入所 
平成１２年 大藪公認会計士事務所開設 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、工業簿記の諸問題について、集団討議の方法を通じて多角

的な考察を行うことにより、簿記・会計学に関する理解の徹底を図るとともに、

判断力、表現力等を養成し、併せて会議運営技術、協調性等についても学ぶ。 

講 義 概 要 

 

 

工業簿記・原価計算の講義で身につけた知識を演習問題を解くこと、原価計

算基準の精読を通じて、確認していきます。 

 

 

 

受講上の注意 

 

特になし 

 

使 用 教 材 

「検定簿記ワークブック１級／工業簿記・原価計算 上巻、下巻」岡本 清 他

（中央経済社） 
「検定簿記ワークブック２級／工業簿記」岡本 清 他（中央経済社） 
 

効 果 測 定 
 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程会計コース第４０期（令和４年７月７日～１０月７日） 

課 目 名 7-4 財務諸表論演習 

時 限 数 
オリエンテーション １時限 

財務諸表論演習 A  １７時限  財務諸表論演習 B  １８時限 

担 当 講 師 

日本大学商学部教授 吉田 武史（よしだ たけし） 
＜プロフィール＞ 
平成 20 年３月 日本大学大学院商学研究科博士後期課程修了，博士(商学) 
平成 20 年 10 月 横浜商科大学商学部専任講師 
平成 25 年４月 横浜商科大学商学商学科准教授 
平成 27 年４月 日本大学商学部准教授 
令和２年 10 月 日本大学商学部教授 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・

能力を習得するため，財務諸表論の諸問題について，集団討議の方法を通じて

多角的な考察を行い，簿記・会計学に関する理解の徹底を図るとともに，判断

力，表現力等を養成し，併せて会議運営技術，協調性等についても学ぶ。 

講 義 概 要 

財務諸表論演習 Aでは，現代における財務諸表論の諸問題を理論的に検討し，

実際に財務諸表を作成する技術を身につける。また，理論的な検討や財務諸表

作成技術の習得にあたり生ずる問題意識について，討議を通じて深めてゆく。 
 
 －実施スケジュール－ 
（１）７月１１日（月）① オリエンテーション －本演習の内容など－ 

② 財務会計の機能と制度，利益計算 
③ 基準と理論，資産評価と利益概念 
④ 会計原理・一般原則 

（２）７月２５日（月）① 資産会計総論 
② 金融資産会計・棚卸資産会計 
③ 貸借対照表の作成(１) 

（３）８月２日（火） ① 損益計算書の作成(１) 
② 固定資産・繰延資産会計 

（４）８月１０日（水）① 負債会計・純資産会計(１) 
② 純資産会計(２) 
③ 損益計算論(１) 

（５）８月２５日（木）① 貸借対照表の作成(２) 
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② 損益計算書の作成(２) 
③ 損益計算論(２) 
④ 新会計基準・拡大領域の課題・連結会計・ 

キャッシュ・フロー会計 
（６）９月６日（火） ① 損益計算書の作成(２) 

② 貸借対照表と損益計算書の作成 
③ 本演習の総括 

受講上の注意 特になし。 

使 

用 

教 

材 

教科書 

「財務会計講義」桜井久勝（中央経済社） 
「新版 会計法規集」中央経済社編（中央経済社） 
※ ともに最新版を使用する。 

参考図書 
「会計監査六法」日本公認会計士協会出版局（清文社） 

※ 最新版を使用する。 

効 果 測 定 特になし。 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

・商業簿記Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 
・商業簿記演習 A 
・会計学総論・貸借対照表論・損益計算書論など 
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作成 自治大学校教務部 

〒190-8581 東京都立川市緑町１０番地の１ 

ＴＥＬ （０４２）５４０－４５０２（教務部直通） 

ＦＡＸ （０４２）５４０－４５０５（教務部） 
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